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令和２年司法試験 労働法第１問 

 

第１ 設問１ 

１ X は、Y 社に対して、労働基準法（以下、「労基法」とする。）３７条１項に基づく割増

賃金支払請求権を行使して、月１６０時間以上で、１８０時間を超えなかった月の時間外労

働に該当する割増賃金の支払いを請求する。この請求に対し、Y 社は、割増賃金は基本給に

組み入られていると反論する。 

（１）労基法３７条および労基法規則１９条は、割増賃金の計算・支払方法まで強制する趣

旨ではない。そこで、①通常の労働時間の賃金に当たる部分と時間外の割増賃金に当たる部

分とを判別することができ、かつ、②割増賃金に当たる部分が労基法所定の計算方法による

額以上である場合には、割増賃金は基本給に組み入れられているといえる。 

（２）本件約定では、月に１８０時間を超えた場合に、その超えた時間数に対して１時間当

たりの一定額を乗じて得た額の賃金を基本給に加えて支払われる。この額は、基本給とは別

個に支払われる者であり、通常の労働時間の賃金に当たる部分と時間外の割増賃金に当た

る部分とを判別することができる（①）。 

 他方、X は、平成２９年５月１日から平成３０年１０月３１日までの各月において、１８

０時間を超えたのは平成２９年６月だけであった。その他の月は、いずれも１週間あたり４

０時間を超える労働又は１日当たり８時間を超える労働を行ったにもかかわらず、その超

えた部分の賃金は支払われていない。平成２９年６月分の基本給とは別に支払われた額に

よって、その他の月の時間外労働に対する割増賃金が支払われたとはいえない。したがって、

割増賃金に当たる部分が労基法所定の計算方法による額以上であるとはいえない（②）。 

２ 以上より、割増賃金は基本給に組み入られているはいえない。よって、X の請求は認め

られる。 

第２ 設問２ 

１ X は、上記請求権を行使する。これに対し、Y 社は、上記請求権を X は放棄したと反論

する。この反論が認められれば、X の請求権発生の障害原因となり、有効な反論となる。 

（１）労基法２４条１項本文は、賃金全額払いの原則を定めている。労基法２４条１項の趣

旨は、使用者による一方的な賃金控除を禁止することで、労働者に賃金の全額を確実に受領

させ、その経済生活の安定を図ることにある。労働者による賃金債権の放棄は、使用者によ

る一方的な賃金控除には該当しない。もっとも、賃金全額払いの原則の趣旨が、労働者の経

済生活の安定を図る点にあることから、上記請求権が放棄されたかは慎重に検討する必要

がある。そこで、放棄の意思表示が労働者の自由な意思に基づくと認めるに足りる合理的な

理由が客観的に存在していたといえる場合に、上記請求権が放棄されたことになる。この判

断に当たっては、①労働者の地位、②放棄に対応する利益、③放棄の時期・方法を考慮する。 

（２）たしかに、本件約定は、退職時ではなく、労働契約締結時になされている。しかし、

X はその内容について認識した上で、契約書に署名・押印を行っている。また、自身にメリ
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ットがあると感じて１６０時間を超え、１８０時間を下回る割増賃金の支払がなされいこ

とについて了承している。Y 社から強制されて本件約定の締結を強いられたわけではない

（③）。そして、本件約定によれば、基本給は比較的高額であり、１６０時間を超え、１８

０時間を超えない割増賃金が支払われなくても X は、経済的損失がないと考えている。加

えて、本件約定によれば、定まった時間に仕事をする必要はなく、自分の勤務時間を適宜調

節することが可能となる。そのため、働きやすい環境という利益を得ている（②）以上を踏

まえると、放棄の意思表示が労働者の自由な意思に基づくと認めるに足りる合理的な理由

が客観的に存在していたといえる。 










